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１．はじめに 

 近年，デジタル化の急速な進展・高度化が進む中，

さまざまなデータを迅速に組合せ，社会課題を解決

していく事が期待される．そのため，現実世界をサ

イバー空間で再現するとともに，個人・民間企業・

国家の意思決定と政策立案へ基盤データの構築と整

備は不可欠である．空間情報学の分野は，従来から

パーソントリップ調査（以降，PT 調査と呼ぶ）から

得られたトリップデータに対して，時空間内挿入を

行うことで生成したデータであり，現在 36 都市圏，

延べ約 700 万人分の人流データを研究者に提供し

ている[1]．しかしながら，大規模調査であるために

多大な費用と労力を要する．また，データセットが

カバーする範囲と人口比率が限定されるといった課

題も存在している． 

 一方，近年ではパーソントリップ調査データの他

にも，匿名化された携帯電話データの利用可能性が

広がってきている．例えば，モバイル空間統計は通

信基地局通信履歴（CDR：Call Detail Record）に含ま

れる位置情報から集計されたデータであり，1 時間

毎に日本全国のメッシュ別の滞在人数を24時間365

日把握することができるデータである[2]．しかし，

携帯電話データは非常に高価であるため一般的に入

手することは難しい状況にある．さらに，プライバ

シー保護の観点から，その実データから個人属性や

移動属性が提供されることなく，それぞれの移動者

の移動目的や地域変容による変化に関する分析は困

難である． 

 そこで，我々は実世界の人々の動きを俯瞰可能と

し、都市計画・交通計画等、公益に資する活動のた

めの基礎データの整備を目標として見据え，擬似人

流データの作成手法 [3]に基づいて，安定した精度

を持つ「全国擬似人流データ」を作成して提供する．

本データセットは下記の特徴を持つ． 
l 擬似人流データの開発では，一般的に入手可能

なオープンデータとして公開される統計デー

タと既存の PT 調査データの集計結果，そして

建物データ等の低廉に入手可能なデータのみ

を用いること． 
l 上記の集計レベルの調査データを用いること

で，合成的人口を作成し，そして人々の典型的

な日常の行動を擬似的に再現し，リアルな人の

位置情報ではないため，その結果は研究目的で
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公開可能． 

l 位置情報だけでなく，全人口に対する一人一人

の人口属性（世帯・年齢・性別・就業状態），1

日の生活活動，活動に伴う発生した移動トリッ

プ（目的・時刻・起点・終点・交通手段），また

移動軌跡をすべて提供する事． 

以降，2章で擬似人流データの生成手法，3章につい

てデータの提供状況と提供方法を述べる．そして，

4章でデータセットの精度を評価する．最後に，5章

では現状の課題と今後の方針について述べる． 

２．擬似人流データの生成手順 

 本研究では，オープンな調査データと低廉な価格

で入手できる商業データから典型的な全国における

平日の１日中の擬似人流を再現する．結果として，

断片的な位置情報だけでなく，どのような人が，ど

のような目的で，いつ，どのような交通手段で，ど

こからどこへ移動するかといった情報を全般的に提

供する．そして，今回提供する擬似人流データは下

記の 4種類のデータセットで構成される． 

1. 擬似人口データ 

2. 擬似活動データ 

3. 擬似トリップデータ 

4. 擬似軌跡データ 

 本章では，それぞれのデータの詳細と生成方法に

ついて紹介する． 

2.1．擬似人口の生成 

 個人の日常的活動（例えば，通勤・通学・食事・

買物等）は，人口属性によって影響を受ける．例え

ば，個人の就業状態によって，昼間に行う生活活動

に制限がつき，また，住所によって職場や生活圏が

決められる．そこで，本研究の第一歩としては，国

勢調査から提供する集計レベルの人口統計データに

基づいて，個人の世帯構成・年齢・性別・就業状況・

住所等の情報を推定し，擬似人口データを生成する．

具体的には，梶原らの手法[5]により，統計データか

ら世帯単位の人口分布を推定し，そしてゼンリンの

建物データに世帯データを割り当てたものであり，

建物ごとに世帯数・家族構成・年齢・性別などの属

性情報を個人に配分する．詳細は，梶原らの論文[4]

を参照． 

 
図 1 擬似人口データの例 

 推定した世帯ごとの人口データに，個人の就業状

況に対して，以下の 10種類を設定する． 

① 就業者 

② 主夫・主婦と高齢者（65歳以上の方） 

③ 専門学校・大学の学生（18歳以上の方） 

④ 高校生（15歳以上また 18歳未満の方） 

⑤ 中学生（12歳以上また 15歳未満の方） 

⑥ 小学生（6歳以上また 12歳未満の方） 

⑦ 幼稚園児（3歳以上また 6歳未満の方） 

⑧ 幼児（3歳未満の方） 

 その内，①，②，③から④の割合については，国

勢調査の就業状態等基本集計の結果より地域・性別・

年齢別に決定する．④と⑤の高等教育の学生数につ

いて，学校基本調査の結果より都道府県，性別別に

決定する．残りの⑥から⑧については，年齢属性よ

り決定した．なお，生成した人口は実際の人間では

なく，本文中に「エージェント」と表す． 

2.2．擬似活動データの生成 

 地域交通計画策定や将来交通需要予測には，移動

軌跡だけでなく，移動の目的，つまり各場所に行う

活動についての情報を得る必要性がある．一方，近

年の非集計の交通行動分析モデルの研究結果により，

従来のトリップベースモデルと比べると，アクティ

ビティベースモデルは個人の活動の派生需要と時空

間制約の考慮等，時空間の細かな表現ができるメリ

ットがある．そして，擬似人流を再現する際，まず，

個々の人間の 1 日の活動全体を推定する．結果とし

て，擬似活動データは「誰が，いつ，何をする」の

情報を提供する． 

本研究では，在宅・勤務・通学・買物・食事・通

院・その他合計７種類の活動を定義し，各時間帯に
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個々のエージェントは必ずこの 7種類の中から１つ

の活動を選択する． 

次に，各活動間の遷移確率をマルコフモデルによ

って推定する． 

𝑝!(𝑖, 𝑗) = 𝑃{𝑋"#$ = 𝑗|𝑋" = 𝑖}	 (1) 

𝑝!(𝑖, 𝑗)は活動 i から j へ遷移する確率．一方，個人

の行動パターンは人口属性や地域性による異なるた

め，上記のマルコフモデルのパラメータについて，

2.1 の 10 種類の就業状態に対して，大（50 万人以

上）・中（30 万人以上 50 万人未満）・小（30 万人未

満）の都市規模ごとにパーソントリップ調査から値

を推定した． 

2.2．擬似トリップデータの生成 

 2.1 で推定した活動内容により，活動は異なる場所

に行うと新しいトリップが発生する．本研究では，

各トリップに対して，「誰が，いつ，何の目的で，ど

こからどこへ」の情報を提供する．その内，移動者

「誰」，移動目的「活動内容」，出発時間「活動時間」

は前節で説明したが，行動先は，2.1 で割り当てた就

業状況と移動目的に応じて決定される．具体的な行

動先の決定方法は，次の通りである． 

【①就業者】 

国勢調査の従業地・通学地集計より取得した市区

単位の通勤 OD量に従って，確率的に勤務先の市区

を決定する．次に，経済センサスより取得した市区

内のメッシュ就業者数に応じて確率的に勤務先メッ

シュを決定する．一方，対象者の従業値と自宅は同

じ市区町村の場合，メッシュの就業者数と目的地ま

での距離を特徴量としてハフモデル[4]を用いて目

的地への移動確率を求める．ハフモデルの式を以下

に示す． 

𝑃%& =

𝑠&
𝐷%&'

∑ 𝑠&
𝐷%&'

(
%)$

	 (2) 

式内の𝑃%&は iから jへの移動確率であり，𝑆𝑗は jの魅

力度，𝐷%&は i から j への距離，γ は距離抵抗のパラ

メータを示す．本研究では，距離抵抗のパラメータ

として，一般的に使用される２の値を設定した． 

最後に，ゼンリンの建物データを用いて，メッシ

ュ内の建物の床面積をもとに，確率的に最終的な勤

務先建物を決定する． 

【③と④15歳以上の学生】 

従業者と同様に，国勢調査の従業地・通学地集計

より取得した市区単位の通勤OD量に従って，確率

的に通学先の市区を決定する．そして，通学先の市

区内の学校のいずれかをランダムに選択する． 

【⑤と⑥小中学】 

国土数値情報の校区データをもとに，通学先の学

校を決定する．ただし，本データには掲載されてい

ない地区が多くあるが，本研究ではそれらを個別に

収集する作業は行っていない． 

【⑦幼稚園児】 

幼稚園児をランダムな順番で，定員をオーバしな

いように，最寄りの施設を選択するようにした．な

お，今回はすべての施設の定員を 300 とした． 

【自由行動】 

最後に，主夫（婦）・高齢者のすべての行動と就業

者及び学生の自由行動の目的地選択に対して，ゾー

ン（パーソントリップ調査ゾーン）レベルロジット

モデルを用いて各メッシュの選択確率を計算して行

う．各ゾーンの効用は目的に応じて，該当商業分類

の従業員数と事務所数によって算出する．経済セン

サスから得られる「宿泊業，飲食サービス業」「生活

関連サービス業，娯楽」「教育，学習支援業」「医療，

福祉」の事業所数を説明変数として事業所種別が与

える吸引力への影響度を係数として求める．例えば，

通院目的のトリップに対して，各ゾーンの医療機関

事務所数と医療従業員数を使ってゾーンの効用を算

出する．また，効用関数のパラメータは，大（50 万

人以上）・中（30 万人以上 50 万人未満）・小（30 万

人未満）の都市規模ごとにパーソントリップ調査か

ら値を推定した．移動先のゾーンが決定した後は，

就業者の場合と同様に，メッシュ内の建物の床面積

をもとに，確率的に最終的な移動先の建物を決定す

る． 

2.4．擬似軌跡データの生成 

 擬似軌跡データの生成については，交通シミュレ

ータを用い，混雑度や信号制御などを考慮して計算

することが最適であるが，既存の交通シミュレータ

で全国分の人流を対象とすることは難しい．そこで，
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第一プロトタイプの疑似人流の開発では，ダイクス

トラ法による最短経路探索により移動経路を算出し

た．交通手段が徒歩，自転車，自動車の場合にはDRM

の道路ネットワークデータを，鉄道については金杉

ら[6]が開発した鉄道ネットワークデータを使用し

た．道路ネットワークのコストとしては，道路リン

ク毎に設定された制限速度とリンク長から算出した

移動時間を，鉄道ネットワークについては鉄道のリ

ンク長（路線の長さ）を設定して計算した．なお，

作成した軌跡データは，数秒ごとに移動者の位置を

記録し，GPS データと同じように扱うことは可能と

なる．図２に示すように，擬似軌跡データを道路や

鉄道の種別を基準として，ズームレベルに応じた可

視・不可視調整を行うことができる． 

 

 
図 2 作成した擬似人流の可視化の例． 

（上）リンクベース交通量  

（下）左：メッシュ滞在人口 右：軌跡データ 

2.5．使用データ一覧 

擬似人流生成のために使用するデータを表１に示

す．PT 調査ベースのデータは東京大学 CSIS が整備

する研究用空間データ基盤 JoRAS からデータを入

手することが可能である．ゼンリンが提供する建物

データと日本デジタル道路地図協会が提供するデジ

タル道路地図（DRM）については，有償データでは

あるが，最低限必要な基盤空間データとして考えて

使用した．なお，これらのデータも，研究目的であ

れば東京大学空間情報科学研究センター共同研究利

用システム JoRAS(https://joras.csis.u-tokyo.ac.jp/)より

ダウンロード可能となっている． 

 

 

表 1 使用データ 

 データ 
2.1 • H27 国勢調査 

• ゼンリン建物データ（Zmap TOWNⅡ） 

2.2 • H28 社会生活基本調査 

• 2011 年中京都市圏 PT 調査 

• 2015 年全国都市交通特性調査 

2.3 • H27 国勢調査 

• H28 経済センサス 

• ゼンリン建物データ（Zmap TOWNⅡ） 

• 国土数値情報：学校・小中学校区 

• 2011 年中京都市圏 PT 調査 

• 2016 年東駿河湾都市圏 PT 調査 

2.4 • DRM 道路ネットワークデータ 

• 鉄道ネットワークデータ 

 

３．擬似人流データの提供状況 

 本研究では，日本全国47都道府県1724市区町村、

約 1億 3千万の人口に対して，擬似人口・擬似活動

内容・擬似トリップ・擬似軌跡 4種類のデータをそ

れぞれに作成して提供している．表 2~4 に各データ

の内容についてまとめている．各データセットには，

移動者の個人 ID を紐つけている． 

表 2 擬似人口データ 

項目 説明 

世帯 ID 世帯を識別するユニーク ID 

世帯種類 単独・夫婦のみ・夫婦子供等 16 種類 

市区町村番号 住所の市区町村 

住所 住所の経度・緯度 

個人 ID 個人を識別するユニーク ID 

年齢 移動者の年齢 

性別 1.男性 2.女性 

就業状態 8 種類 (2.2 章を参照) 

表 3 擬似活動データ 

項目 説明 

個人 ID 個人を識別するユニーク ID 

年齢 移動者の年齢 

性別 1.男性 2.女性 
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就業状態 8 種類 (2.2 章を参照) 

活動開始時間 活動開始時刻 

活動持続時間 秒単位 

活動内容 在宅・勤務・通学・買い物・外食・通

院・その他 7 種類 

活動場所 活動場所の経度・緯度 

市区町村番号 活動場所の市区町村 

表 4 擬似トリップデータ 

項目 説明 

個人 ID 個人を識別するユニーク ID 

出発時間 出発時刻 

出発位置 出発地の経度・緯度 

目的地位置 目的地の経度・緯度 

交通手段 徒歩・自転車・車・電車 4 種類 

移動目的 在宅・勤務・通学・買い物・外食・通

院・その他 7 種類 

就業状態 8 種類 (2.2 章を参照) 

表 5 擬似軌跡データ 

項目 説明 

個人 ID 個人を識別するユニーク ID 

Unixtime からの秒数 

timestamp yyyy-MM-dd HH:mm:ss で表す時刻 

経度 該当時刻の経度 

緯度 該当時刻の緯度 

交通手段 徒歩・自転車・車・電車 4 種類 

リンク ID 経度緯度に応じる道路・鉄道ネット

ワーク上のリンク ID 

現在，研究目的の使用に限り，上記の擬似人流デ

ータを東京大学 CSIS が整備する研究用空間データ

基盤 JoRAS(https://joras.csis.u-tokyo.ac.jp/)からデータ

を無料に入手することが可能である．各データセッ

トは市区町村ごとに csv 形式で整備され，そのサイ

ズについて表 6 で整理する． 

表 6 提供データサイズ 

 データ量(GB) 

人口データ 7.02 

活動データ 29.78 

トリップデータ 30.63 

軌跡データ* 1360 

* JoRAS システムの制限により，一部の地域（北

海道，東京，大阪等）はデータが都道府県レベルで

整備され，約 2GB /ファイルで分割して提供してい

る．詳細は人の流れプロジェクト擬似人流データの

ページをご参照ください． 

(https://pflow.csis.u-tokyo.ac.jp/data-service/pseudo-

pflow/ ) 

４．擬似人流データの精度評価 

4.1．評価方法 

  本研究では，人口分布・トリップ数・トリップカ

バー率 3つの集計量から作成した擬似人流データを

評価する．その中，人口分布に対して富山県と静岡

県（図 3 の緑色エリア）のドコモ社モバイル空間統

計データを用いて評価する．トリップ数に対して近

畿都市圏（図 3 の青色エリア）PT データを用いて評

価する．トリップカバー率は東駿河湾都市圏（図 3

のオレンジ色）PT データを用いて評価する． 

 

図 3 

4.2．人口分布に関する評価 

  図 4(a-c)には，ドコモモバイル空間統計（静岡県と

富山県）を用いて，12 時における人口分布を市区町

村・1km メッシュ・500m メッシュ 3 つのレベルで

評価した．比較結果として，作成した擬似人流デー

タは市区町村レベルにおいて携帯電話データとほぼ

同じ人口分布であるが（相関𝑅* = 0.98），空間解像

度を上げつつ相関が低くなる傾向がある．現階段の

擬似人流データは，1km メッシュレベルでは実世界

の観測データと同じように扱うことが可能と考えら

れる． 
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図 4 解像度別人口分布の評価結果 

((a)市区町村別 (b)1km メッシュ (c)500m メッシュ) 

4.3．トリップ数に関する評価 

 通勤・通学と私用(買物・通院・食事・その他)トリ

ップの OD量について，大都市圏と地方都市圏別に

精度を検証した．2008 年東京都市圏を大都市 2011

年の中京都市圏 PT 調査と 2016 年の東駿河湾 PT 調

査と疑似人流の比較を行った． 

 
図 5 目的別トリップ数の評価結果 

 

4.4．トリップカバー率に関する評価 

本研究では，2008 年東京都市圏 PT データ・2010 年

近畿都市圏 PT データ・2016 年東駿河湾都市圏 PT デ

ータを用いて擬似人流データの生成トリップカバー

率を評価した．表 7 の結果より，東京・近畿都市圏

ではほぼ全数を再現できている．一方，東駿河湾都

市圏の結果は PT データより 10-17%不足しているこ

とがわかる．本データセットの行動パターンは大都

市圏の調査データから抽出したため，地方の結果で

も大都市へ偏り傾向という課題が存在している． 

表 7 都市圏別目的別トリップカバー率 
移動目的 東京都市圏 近畿都市圏 東駿河湾 

通勤 95% 105% 83% 

通学 104% 113% 102% 

娯楽 96% 106% 90% 

帰宅 93% 97% 84% 
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５．おわりに 

 本稿では，既存の PT 調査データとオープンな統

計データをもとに，平常時の典型的な行動を表現す

る全国分の擬似人流データの生成手法を提案した．

また，トリップカバー率，OD 量とメッシュ人口と

いう指標で，擬似人流データの精度評価を行った．

その結果，国勢調査で得られた OD データから作成

した通勤・通学者の移動行動については，高い精度

で再現できていることは分かったが，自由行動につ

いては，行動パターンを単純なものだけに限定した

ため，再現精度が低いことが分かった． 

 今後は，行動パターンの多様化を図ることで，自

由行動のカバー率を向上する．また，自由行動を買

い物，通院や外食等に分類し，目的地の選択精度の

向上を図る．また，交通シミュレータを導入するこ

とで，交通環境を加味した移動経路の決定すること

で，再現性の高い擬似人流データの目指す． 
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